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３．愛西市立小中学校適正規模等基本方針 改正案 



 

 

３．愛西市立小中学校適正規模等基本方針 改正案 

改正案 改正前 

１ 愛西市の小中学校の状況 

（１） 合併後の人口推移（資料１） 

住民基本台帳により、愛西市が合併をした平成１７

年から令和２年までの人口推移を見ると、全体の人口

としては、６７，１７２人から、６２，８４９人に減

少している。そのうち年少人口（０歳から１４歳まで）

は、１０，０８８人であったのが、７，０８３人へ減

少した。生産年齢人口（１５歳から６４歳まで）につ

いても、４４，３１３人から３６，２０５人に減少し

ている。一方、老年人口（６５歳以上）は、１２，７

７１人から１９，５６１人に増加している。 

また、国立社会保障・人口問題研究所の推計による

と、愛西市の平成２７年から令和１７年までの人口比

率推移は、年少人口（０歳から１４歳まで）が１２．

９％から９．７％、生産年齢人口（１５歳から６４歳

まで）は５７．９％から５３．８％へと減少が見込ま

れている。一方、老年人口（６５歳以上）は、２９．

３％から、３６．５％に増加する。総人口を比較する

と、６３，０８８人から４９，９０９人へと推移して

いく。 

１ 愛西市の小中学校の状況 

（１） 合併後の人口推移（資料１） 

住民基本台帳により、愛西市が合併をした平成１７

年から平成２６年までの人口推移を見ると、全体の人

口としては、６７，１７２人から、６５，４０５人に

減少している。そのうち年少人口（０歳から１４歳ま

で）は、１０，０８８人であったのが、８，６８４人

へ減少した。生産年齢人口（１５歳から６４歳まで）

についても、４４，３１３人から３８，７４３人に減

少している。一方、老年人口（６５歳以上）は、１２，

７７１人から１７，９７８人に増加している。 

また、国立社会保障・人口問題研究所の推計による

と、愛西市の平成２７年から平成４７年までの人口比

率推移は、年少人口（０歳から１４歳まで）が１３．

２％から１０．２％、生産年齢人口（１５歳から６４

歳まで）は５８．３％から５７．１％へと減少が見込

まれている。一方、老年人口（６５歳以上）は、２８．

５％から、３２．７％に増加する。総人口を比較する

と、６３，４９９人から５３，０８６人へと推移して

いく。 

（２） 学級編制及び教職員配置の基準 （２）学級編制及び教職員配置の基準 



 

 

学級編制の標準について、国は「公立の義務教育諸

学校の学級は、同学年の児童又は生徒で編制するもの

とする。ただし、当該義務教育諸学校の児童又は生徒

の数が著しく少いかその他特別の事情がある場合にお

いては、政令で定めるところにより、数学年の児童又

は生徒を１学級に編制することができる。」（公立義

務教育諸学校の学級編成及び教職員定数の標準に関す

る法律第３条第１項）としている。また１学級の児童

生徒数の基準として、小学校は３５人、中学校は４０

人（同条第２項）とされているが、このうち小学校の

児童数は令和２年度から令和７年度にかけて第２学年

から第６学年まで段階的に３５人にする（令和３年改

正法附則第２条）としている。 

また愛知県は、令和３年度現在で小学校１・２年生

の１学級の児童数を３５人、３～６年生を４０人とし、

このうち３年生は特例的に３５人学級を採用してい

る。 

 

愛西市の小学校では、１・２・３学年は３５人以下

で１学級、４学年以上は４０人以下で１学級である。

複式学級では、ふたつの学年の計が１４人（国基準１

６人）以下で１学級、１年生を含む場合は７人（国基

準８人）以下で１学級、特別支援学級は８人以下で１

学級としている。 

  公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標

準に関する法律の第３条では、「公立の義務教育諸学

校の学級は、同学年の児童又は生徒で編制するものと

する。ただし、当該義務教育諸学校の児童又は生徒の

数が著しく少ないかその他特別の事情がある場合にお

いては、政令で定めるところにより、数学年の児童又

は生徒を１学級に編制することができる。」としてい

る。 

 

 

 

 

 

  学級編制基準では、小学校の単式学級について、１

学年は国・県共に３５人以下で１学級である。２学年

については、国の基準では４０人以下で１学級、県の

基準では３５人以下で１学級である。３学年以上では

国・県共に基準は４０人以下で１学級である。 

  愛西市の小学校では、１・２学年は３５人以下で１

学級、３学年以上は４０人以下で１学級である。複式

学級では、ふたつの学年の計が１６人以下で１学級、

１年生を含む場合は８人以下で１学級、特別支援学級

は８人以下で１学級としている。 

 



 

 

略 

なお、配置数に校長及び養護教諭は含まれない。 

学校規模について「小学校の学級数は、１２学級以

上１８学級以下を標準とする。ただし、地域の実態そ

の他により特別の事情のあるときは、この限りでな

い。」（学校教育法施行規則第４１条）とし、中学校

に準用する旨（同規則第７９条）も規定している。 

 

なお、他に適正な学校規模の条件を定めたものとし

て、「学級数が小学校及び中学校にあってはおおむね

１２学級から１８学級まで、義務教育学校にあっては

おおむね１８学級から２７学級までであること」（義

務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施

行令第４条第１項第１号）「通学距離が、小学校にあ

ってはおおむね４キロメートル以内、中学校及び義務

教育学校にあってはおおむね６キロメートル以内であ

ること」（同項第２号）などがある。 

  略 

  なお、配置数に事務職員及び養護教諭は含まれない。 

  学校規模についての法令上の定義について、学校教

育法施行規則の第４１条では、「小学校の学級数は、

１２学級以上１８学級以下を標準とする。ただし、地

域の実態その他により特別の事情のあるときは、この

限りではない。」としている。第７９条で中学校に準

用する旨を規定している。 

  また、義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関

する法律施行令の第４条において、「法 第３条第１

項第４号の適正な規模の条件は、次の各号に掲げるも

のとする」とある。 

・学級数がおおむね１２学級から１８学級までであるこ

と。 

・通学距離が、小学校にあってはおおむね４キロメート

ル以内、中学校にあってはおおむね６キロメートル以

内であること。 

※法 第３条第１項第４号とは、「公立の小学校及び中

学校を適正な規模にするため統合しようとすることに

伴って必要となり、又は統合したことに伴って必要と

なった校舎又は屋内運動場の新築又は増築に要する経

費２分の１を国が負担する」内容である。 

（３） 各小中学校の現状と推移 

出生数と児童生徒数推移調査によると、小学校の児

（３）各小中学校の現状と推移 

出生数と児童生徒数推移調査によると、小学校の児



 

 

童数は平成１７年が４，２５６人に対し、令和３年で

は２，８８３人と大きく減少している。中学校の生徒

数は平成１７年が１，９０３人なのに対し、令和３年

では１，７２６人に減少している。 

令和４年から令和９年の学校別児童生徒数推移に目

を向けると、特に減少が著しい学校がある。 

 

 

 

 

小中学校学級数は、令和３年の小学校の通常学級の

数は１０９学級で、令和９年には１００学級となり、

今後６年のうちに９学級減少すると見込まれる。中学

校では令和３年の通常学級は４９学級で、令和９年は

４４学級となり、今後６年のうちに５学級減少すると

見込まれる。（資料３） 

現在、立田北部小学校、立田南部小学校、八輪小学

校、開治小学校及び八開中学校は、全学年単学級とな

っている。（資料５）また、西川端小学校は令和５年、

市江小学校は令和６年、勝幡小学校は令和８年に全学

年単学級となる見込みである。（資料３） 

そして、令和９年までの学級規模別学校数の推移は、

小学校では、適正規模校（１２学級から１８学級まで）

が佐屋小学校の１校で、小規模校（６学級から１１学

童数は平成１７年が４，２５６人に対し、平成２６年

では３，６０３人と大きく減少している。中学校の生

徒数は平成１７年が１，９０３人なのに対し、平成２

６年では２，１７８人に増加している。 

平成２７年から平成３２年の学校別児童生徒数推移

に目を向けると、特に減少が著しい学校がある。平成

２９年には開治小学校の児童数が１００人以下とな

り、平成３１年には八輪小学校の児童数が１００人以

下となる見込みである。（資料３）そして、１０人前

後で１学年、１学級になる年がでてくる。（資料４） 

小中学校学級数は、平成２６年の小学校の通常学級

の数は１２４学級で、平成３２年には１０７学級とな

り、今後６年のうちに１７学級減少すると見込まれる。

中学校では平成２６年の通常学級は６４学級で、平成

３２年は５０学級となり、今後６年のうちに１４学級

減少すると見込まれる。（資料３） 

現在、立田北部小学校、立田南部小学校、八輪小学

校及び開治小学校は、全学年単学級となっている。（資

料５）また、西川端小学校は平成３０年に、市江小学

校は平成３１年に、八開中学校は平成３１年に全学年

単学級となる見込みである。（資料３） 

そして、平成３２年までの学級規模別学校数の推移

は、小学校では過小規模校（５学級以下）は福原分校

の１校、適正規模校（１２学級から１８学級まで）が



 

 

級まで）が１１校となる見込みである。中学校では過

小規模校が立田中学校及び八開中学校の２校、適正規

模校がわずかに佐屋中学校の１校で、小規模校が３校

になる見込みである。（資料６） 

佐屋小学校、永和小学校及び北河田小学校のわずか３

校で、小規模校（６学級から１１学級まで）が９校と

なる見込みである。中学校では過小規模校が八開中学

校の１校、適正規模校がわずかに佐屋中学校の１校で、

小規模校が４校になる見込みである。（資料６） 

（４） 学校施設の老朽化 

学校施設の構造は、ほとんどが鉄筋コンクリート造

であり、建築年は、昭和４０年代から５０年代に集中

している。 

 

 

 

 

 

建物全体の望ましい目標耐用年数として、鉄筋コン

クリート造の学校の場合、普通品質で５０年から８０

年まで、高品質の場合は８０年から１２０年まで（社

団法人日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え

方（昭和６３年）」）とされているが、愛西市の学校

施設では、令和３年度時点で築５０年以上経過した建

物が、全体の１７．４％、さらに１０年後には全体の

７０．４％を占めることになる。 

（４）学校施設の状況 

校舎の構造は、全ての小中学校が鉄筋コンクリート

造であり、建築年は、昭和４０年代から５０年代に集

中しており、それぞれの学校に体育館を併設している。 

建物の耐用年数の基準は、従来、財務省の減価償却

資産の耐用年数等に関する省令で、鉄筋コンクリート

造の学校又は体育館用の耐用年数は６０年であった。

その後、平成１０年の改定で４７年となっている。 

また一方で、社団法人日本建築学会の昭和６３年「建

築物の耐久計画に関する考え方」によれば、建物全体

の望ましい目標耐用年数として、鉄筋コンクリート造

の学校の場合、普通品質で５０年から８０年まで、高

品質の場合は８０年から１２０年までとされている。 

２ 学校規模及び学校配置の適正化の必要性 

（１） 規模による利点と課題 

２ 学校規模及び学校配置の適正化の必要性 

（１） 規模による利点と課題 



 

 

愛西市の小学校１２校では、児童数７６人、６学級

の学校がある一方で、児童数５３８人、１８学級の学

校もある。また、中学校６校では、生徒数９５人、３

学級の学校がある一方で、生徒数５１７人、１４学級

の学校もある。 

○小規模校における利点と課題 

利 点（メリット） 課 題（デメリット） 

学

習

・

生

活 

・児童生徒間のコミュ

ニケーションや人間関

係が深まる。  

・児童生徒全員の状態

が把握しやすい。 

・意見や感想を発表し

たり、一人一人がリー

ダーを務めたりできる

機会が多くなる 。 

・個性や特性に応じた

きめ細やかな指導がで

きる。 

・異年齢の学習活動を

組みやすい、体験的な

学習や校外学習を機動

的に行うことができ

る。 

・意見の交換が少なく、

協働的な学びの実現が困

難となる。 

・切磋琢磨する環境の中

で意欲や成長が引き出さ

れにくい。 

・クラス替えがないため、

仲間関係が変わらない。 

・教員への依存心が強ま

る可能性がある。 

・多様な物の見方や考え

方、表現の仕方に触れる

ことが難しい。 

・学校行事などの種類が

限られ、学校の活性化が

図りにくい。 

・クラス同士が切磋琢磨

愛西市の小学校１２校（福原分校を除く）では、児

童数１１２人、８学級の学校がある一方で、児童数６

４８人、２２学級の学校もある。また、中学校６校で

は、生徒数１３３人、５学級の学校がある一方で、生

徒数８２４人、２５学級の学校もある。 

○小規模校における利点と課題 

利 点（メリット） 課 題（デメリット） 

児

童

生

徒 

・児童生徒間のコミュ

ニケーションや人間関

係が深まる。  

・児童生徒全員の状態

が把握しやすい。 

・意見の交換が少なく、

共学心が沸きにくい。 

・クラスの中での競争心

がなくなる。 

・クラス替えがないため、

仲間関係が変わらない。 

・部活動の選択肢が限ら

れる。 

教 

育 

・個性や特性に応じた

きめ細やかな指導がで

きる。 

・学校行事などの種類が

限られ、学校の活性化が

図りにくい。 

学

校

運

営 

・学級数に対して、特

別教室・体育館・運動

場の割り当てが多くな

る。 

・授業の取組みや教材等

の研究・意見交換が少な

くなる。  

・ＰＴＡや地域への負担

が大きくなる。 

・ある程度の学級数がな



 

 

する教育活動ができな

い。 

・班活動やグループ分け

に制約が生じる。 

・習熟度別指導などクラ

スの枠を超えた多様な指

導形態がとりにくい。 

・体育科の球技や音楽科

の合唱・合奏のような集

団学習の実施に制約が生

じる。 

・児童生徒から多様な発

言が引き出しにくく、授

業展開に制約が生じる。 

学

校

運

営 

・学級数に対して、特

別教室・体育館・運動

場の割り当てが多くな

る。 

・児童生徒の家庭の状

況、地域の教育環境な

どが把握しやすいた

め、保護者や地域と連

携した効果的な生徒指

導ができる。 

・授業の取組みや教材等

の研究・意見交換が少な

くなる。  

・ＰＴＡや地域への負担

が大きくなる。  

・競技会の練習で人数が

足りない。 

・男女比の偏りが生じや

すい。 

・教員個人の力量への依

いと、教科ごとの専任科

目の教職員の人数が足り

ない。 

・競技会の練習で人数が

足りない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

存度が高まり、教育活動

が人事異動に過度に左右

されたり、教員数が毎年

変動することにより、学

校経営が不安定になった

りする可能性がある。 

・平日の校外研修や他校

で行われる研究協議会等

に参加することが困難と

なる。 

（参考：文部科学省「公立小学校・中学校の適正規模・

適正配置等に関する手引（平成27年1月27日）」より） 

 

上記は小学校中学校に共通する利点と課題だが、特に

中学校で課題となる点として、次のように挙げられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○大規模校における利点と課題 

利 点（メリット） 課 題（デメリット） 

児

童

生

徒 

・多くの出会いから様々

な経験ができ、忍耐力や

包容力を身に付ける機

会に恵まれやすくなる。 

・集団の中で仲間から刺

激を受け、認め合い、協

・静かで落ち着いた生活

環境ができあがりにく

くなる。 

・児童生徒一人ひとりに

目が届きにくくなり、生

徒指導や健康状態の把



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇小規模中学校における課題 

 課題（デメリット） 

学習・生活 ・学習や進路選択の模範となる生徒の

数が少なくなる。 

・集団の中での自己主張や他者を尊重

する経験を積みにくく、社会性やコミ

ュニケーション能力が身に付きにく

力し、高め合うことで成

長できる。 

握が難しくなる。 

教 

育 

・学校行事や学習活動で

集団の力が発揮され、学

校が活性化する。 

・各学級の学習進度の調

整、指導方法の徹底が難

しくなる。 

学

校

運

営 

・各学年に複数の教員が

配置され、学年としての

取り組みや教材の協議

ができる。 

・教員数がある程度多い

ため、経験、教科、特性

などの面でバランスの

取れた教職員配置をし

やすい。 

・教職員相互の連絡調整

や連携が不十分となり

やすく、学校内の教育目

標や活動の一貫性に欠

ける可能性がある。 

※大規模校については他自治体の検討結果を参考に作

成。 



 

 

い。 

・進学等の際に大きな集団への適応に

困難を来す可能性がある。 

・グループワークやディベート等のア

クティブラーニングの効果的な実践

が困難になる。 

・部活動の選択肢が限られる。 

・教科専門の先生から授業を受けるこ

とができない。 

・多様な活躍の機会が少なく、多面的

な評価の中で個性を伸ばすことが難

しい。 

学校運営 ・教科ごとの専任科目の教職員の人数

が足りない。 

・経験年数、専門性、男女比等バラン

スのとれた教職員配置や、それらを生

かした指導の充実が困難となる。 

・部活動の指導者確保が困難となる。 
 

（２） 適正化の要件 

教育の公平性、機会均等の観点から、学校の規模、

通学距離・時間、教育施設・設備など平等に提供され

ることが望ましい。しかし、本市では児童生徒数や学

級数、施設の老朽化度合、通学距離などに大きな学校

間較差が生じている。また、小規模校における利点と

（２） 適正化の要件 

教育の公平性、機会均等の観点から、学校の規模、

通学距離・時間、教育施設・設備など平等に提供され

ることが望ましい。しかし、本市では児童生徒数や学

級数、通学距離などに大きな学校間較差が生じている。 

 



 

 

課題をまとめ、特に中学校の小規模校における課題に

ついて検証した。 

今後はこれらの課題を解消し、より充実した教育環

境を構築するために次の点に配慮して、適正化をめざ

す必要がある。 

ア 児童生徒の望ましい集団生活を通して、学力定

着、学習意欲向上、規律性や協調性、競争心、コミュ

ニケーション能力を育み、発達段階に応じた社会性や

自己肯定感を獲得できるような学級規模・人数にする。 

イ、ウ 略 

エ 生涯学習、スポーツ等の活動場所、地域防災拠

点など地域住民にとって核となる身近な施設である

ことを踏まえ、各地区の地域性や歴史に十分配慮し

て将来の学校像を考える。 

 

 

今後は、児童生徒、教職員、学校運営面の課題を解

消し、より充実した教育環境を構築するために次の点

に配慮して、適正化をめざす必要がある。 

ア 児童生徒の望ましい集団生活を通して、学力定

着、学習意欲向上、規律や協調性、競争心、コミュニ

ケーション能力が育まれるような学級規模・人数にす

る。 

イ、ウ 略 

エ 学校、ＰＴＡ、地区の地域性や歴史に十分配慮

して将来の学校像を考える。 

３ 学校規模及び学校配置の適正化に係る具体的な方

策  

（１） 学校規模の適正基準  

適正配置及び規模の適正化に係る基本的な考え方と

して、本市小中学校の規模基準を次のとおり定義する。 

 

 

 

 

表 略 

３ 学校規模及び学校配置の適正化に係る具体的な方

策  

（１） 学校規模の適正基準  

適正配置及び規模の適正化に係る基本的な考え方と

して、学校教育法施行規則第４１条及び第７９条、義

務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施

行令第４条、旧文部省助成課資料などを参考に検討を

行った結果、本市小中学校の適正基準は、次のとおり

定義する。 

表 略 



 

 

（２） 学校規模及び学校配置の適正化を図る手法  

適正規模及び配置を図る手法として、中学校を優先

し、学級数、児童生徒数の推移、施設の老朽化度合を

見ながら、統廃合、通学区域、通学方法について検討

を行う。  

ア 中学校の統廃合  

中学校の小規模校におけるデメリット解消を目的

に、今後の学級数や生徒数の推移、既存施設の老朽

化を踏まえ、中学校の統廃合を検討する。ただし、

学区間の整合性、地域の歴史や特性などに十分配慮

する必要がある。  

イ 小学校の統廃合 

   小学校の小規模校におけるメリットとデメリット

のバランスを注視し、今後の学級数や児童数、既存

施設の老朽化を踏まえ、必要に応じて小学校の統廃

合を検討する。ただし、学区間の整合性、通学距離

や時間、地域の歴史や特性などに十分配慮する必要

がある。 

 

  ウ 略 

  エ 通学方法 

国の基準では、小学生の通学距離はおおむね４キ

ロメートル以内、中学生は６キロメートル以内とあ

る。統廃合によって通学距離が長くなる児童に対し

（２）学校規模及び学校配置の適正化を図る手法  

適正規模及び配置を図る手法として、過小規模校、

小規模校を中心に、学級数、児童生徒数の推移を見な

がら、統廃合、小中一貫教育、通学区域、通学方法に

ついて検討を行う。  

ア 学校の統廃合  

今後の学級数、児童生徒数の推移を踏まえ、異学

年との交流や職員同士の情報共有などのメリットを

総合的に考えた場合、適正化の方策として適した手

法の一つであると考える。しかし、学区間の整合性、

地域の歴史や思いなどに十分配慮する必要がある。  

イ 小中一貫教育  

小中一貫教育として、児童生徒数の少ない小中学

校を統合し新しい学校を新設する「施設一体型」や

施設はそのままに小中９年間を通したカリキュラム

を組み、児童生徒同士や教職員同士の交流を行う「施

設分離型」などがある。愛西市としての小中一貫教

育による適正化を保護者や地域の理解を得ながら考

えていく必要がある。 

  ウ 略 

  エ 通学方法 

施設費の国庫負担基準では、小学生の通学距離は

おおむね４キロメートル以内とある。しかし、２キ

ロメートルの範囲でも低学年児童には通学時間が１



 

 

て、徒歩での通学を原則としつつ、スクールバス等

の補助的な活用も含め、安全かつ心身の負担を軽減

する通学方法の検討が求められる。 

時間近く掛る所もあり、小学生の通学距離としては

広範囲であると考える。したがって、愛西市独自の

基準を定め、通学距離が長い児童に対してスクール

バスを運行する必要性や、安全かつ心身の負担を軽

減する通学路の改善の検討が求められる。 

（３） 学級編制の適正化の考え方 

 ア 下限について 

集団生活を通して規律性や協調性、競争心、コミ

ュニケーション能力等を育み、発達段階に応じた社

会性や自己肯定感を獲得できる人数を想定し、検討

を進めた。 

令和３年度現在、中学１年生は、１学年の生徒数

が３６人で２学級になることから、１学級１８人程

度の生徒数で単学級でないことが望ましい。よって、

中学校の下限を６学級（２学級×３学年、生徒数１

０８人程度）とする。 

また、小学校は、各学年１学級の６学級（１・２

年生合計で７人まで、３・４年生と５・６年生でそ

れぞれ合計１４人までが複式学級）を下限とする。 

 

 

 

 

イ 上限について 

（３）学級編制の適正化の考え方 

ア 下限について 

小学校では、集団生活を通して規律や協調性、競

争心、コミュニケーション能力等を育てられる人数

を想定し、検討を進めた。 

現在、１・２学年の時点で１学級の児童数が３６

人であると２学級になることから、少なくとも１学

級に１８人程度の人数が望ましいと考えられる。よ

って、小学校の下限を６学級（１学級×６学年、児

童数は１０８人程度）とする。 

中学校では、教科専門の教員が配置出来ないこと

や、部活動、集団的な活動が制約されることなどの

課題が生じている。 

１学年の時点で１学級の人数が３６人であると２

学級になることから、１学級１８人程度の生徒数で

単学級でないことが望ましい。よって、中学校の下

限を６学級（２学級×３学年、生徒数は１０８人程

度）とする。 

イ 上限について 



 

 

   中学校では、１校あたり２４学級とする。また小

学校では、１校あたり３０学級とする。愛西市の児

童生徒数や学級数の推移では今後、減少していく見

込みであるため、現時点で検討の必要がないと考え

る。 

ウ 上記以外の学校の取り扱い 

愛西市では、適正規模の基準を満たさない学校で

あっても、創意工夫をしながら学校づくりが行われ

ている。適正基準を満たさないから、ただちに不適

切であると結論づける必要はない。今後の児童生徒

数の推移や社会性を育てられる環境などを考えなが

ら、望ましい学校規模に向けて統廃合や通学区域の

再編、通学方法等を検討する。 

   小学校では、１校あたり３０学級とする。また中

学校では、１校あたり２４学級とする。愛西市の児

童生徒数や学級数の推移では今後、減少していく見

込みであるため、現時点で検討の必要がないと考え

る。 

ウ 上記以外の学校の取り扱い 

愛西市では、適正規模の基準を満たさない学校で

あっても、創意工夫をしながら学校づくりが行われ

ている状況である。適正基準を満たさないから、た

だちに不適切であると結論づける必要はない。今後

の児童生徒数の推移や社会性を育てられる環境など

を考えながら、望ましい学校規模に向けて統廃合や

小中一貫教育、通学区域の再編、通学方法等の検討

をする。 

（４） 小中一貫校と義務教育学校 

   小中一貫教育に関する制度の類型として、小学校、

中学校それぞれの教職員組織が小中の教育を一貫し

て施す「小中一貫校」と、一つの教職員組織が９年

間の修業年限を受け持つ「義務教育学校」がある。

どちらも全国的に事例があり、小規模校のデメリッ

ト解消に有効な方策である。 

   現状では、愛西市において採用することは難しい

が、中学校や小学校の統廃合にあたり、条件等が整

えば、この制度の採用による効果的な適正化の可否

 



 

 

を含めて、検討する必要がある。 

４ 学校規模及び学校配置の適正化に向けた取組みの留

意事項 

 略 

  そして、教育行政施策・教育行財政制度、ＩＣＴ教

育や特別支援教育の充実にも目を向けるとともに、地

域の特性や将来の動向を見極めながら、学校施設の複

合化・統廃合後の教育財産の活用など新たな視点に立

った検討も期待されている。 

 略 

４ 学校規模及び学校配置の適正化に向けた取組みの留

意事項 

略 

そして、教育行政施策・教育行財政制度にも目を向

けるとともに、地域の特性や将来の動向を見極めなが

ら、学校施設の複合化・統廃合後の教育財産の活用な

ど新たな視点に立った検討も期待されている。 

  

 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



愛西市の人口統計 

■３区分人口(年少、生産年齢、老年)の推移

 

※比率は、少数第 3 位を四捨五入し、合計が 100％になるよう最大比率の項目で端数処理を行った。 

※数値は住民基本台帳(各年 4 月 1 日現在)による。 

■年齢別（３区分）人口の推計 

区分 
2015 年(H27) 2025 年(R7) 2035 年(R17) 

人数 比率 人数 比率 人数 比率 

総人口 63,088 100.0% 57,046 100.0% 49,909 100.0% 

年少人口 

(0～14 歳) 
8,108 12.9% 6,012 10.5% 4,841 9.7% 

生産年齢人口 

(15～64 歳) 
36,501 57.9% 32,430 56.8% 26,868 53.8% 

老年人口 

(65 歳以上) 
18,479 29.3% 18,604 32.6% 18,200 36.5% 

※国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成 30 年 3月推計）』より。 

 

年少人口

(0～14歳)

生産年齢人口

(15～64歳)

老年人口

(65歳以上)
総 計

年少人口

(0～14歳)

生産年齢人口

(15～64歳)

老年人口

(65歳以上)

H17 10,088 44,313 12,771 67,172 15.0% 66.0% 19.0%

H18 10,025 43,676 13,371 67,072 14.9% 65.2% 19.9%

H19 10,002 43,124 13,986 67,112 14.9% 64.3% 20.8%

H20 9,863 42,419 14,600 66,882 14.7% 63.5% 21.8%

H21 9,783 41,840 15,230 66,853 14.6% 62.6% 22.8%

H22 9,624 41,446 15,753 66,823 14.4% 62.0% 23.6%

H23 9,441 41,163 15,994 66,598 14.2% 61.8% 24.0%

H24 9,128 40,518 16,500 66,146 13.8% 61.3% 24.9%

H25 8,910 39,579 17,322 65,811 13.5% 60.2% 26.3%

H26 8,684 38,743 17,978 65,405 13.3% 59.2% 27.5%

H27 8,424 38,076 18,520 65,020 13.0% 58.5% 28.5%

H28 8,109 37,513 18,808 64,430 12.6% 58.2% 29.2%

H29 7,742 37,123 19,067 63,932 12.1% 58.1% 29.8%

H30 7,452 36,625 19,340 63,417 11.8% 57.7% 30.5%

H31,R1 7,250 36,333 19,474 63,057 11.5% 57.6% 30.9%

R2 7,083 36,205 19,561 62,849 11.3% 57.6% 31.1%

人数(人) 比率(％)

区分年次

資料１ 
 改正案  



 

■人数推移               ■比率推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



愛西市の人口統計 

■３区分人口(年少、生産年齢、老年)の推移 

区分年次 

人数(人) 比率(％) 

年少人口 

(0～14 歳) 

生産年齢人

口 

(15～64 歳) 

老年人口 

(65 歳以上) 
総計 

年少人口 

(0～14 歳) 

生産年齢人

口 

(15～64 歳) 

老年人口 

(65 歳以上) 

H17 10,088 44,313 12,771 67,172 15.0% 66.0% 19.0% 

H18 10,025 43,676 13,371 67,072 14.9% 65.2% 19.9% 

H19 10,002 43,124 13,986 67,112 14.9% 64.3% 20.8% 

H20 9,863 42,419 14,600 66,882 14.7% 63.5% 21.8% 

H21 9,783 41,840 15,230 66,853 14.6% 62.6% 22.8% 

H22 9,624 41,446 15,753 66,823 14.4% 62.0% 23.6% 

H23 9,441 41,163 15,994 66,598 14.2% 61.8% 24.0% 

H24 9,128 40,518 16,500 66,146 13.8% 61.3% 24.9% 

H25 8,910 39,579 17,322 65,811 13.5% 60.2% 26.3% 

H26 8,684 38,743 17,978 65,405 13.3% 59.2% 27.5% 

※比率は、少数第 3 位を四捨五入し、合計が 100％になるよう最大比率の項目で端数処理を行った。 

※数値は住民基本台帳(各年 4月 1 日現在)による。 

■年齢別（３区分）人口の推計 

区分 
2015 年(H27) 2025 年(H37) 2035 年(H47) 

人数 比率 人数 比率 人数 比率 

総人口 63,499 100.0% 58,996 100.0% 53,086 100.0% 

年少人口 

(0～14 歳) 
8,355 13.2% 6,419 10.9% 5,390 10.2% 

生産年齢人口 

(15～64 歳) 
37,027 58.3% 34,585 58.6% 30,335 57.1% 

老年人口 

(65 歳以上) 
18,117 28.5% 17,992 30.5% 17,361 32.7% 

※国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3月推計）』より。 

■人数推移               ■比率推移 

 

  

資料１  改正前  



愛西市の出生数と児童・生徒数推移 

資料２ 

474 456 429 462 443 432 409 367 380 378 361 319 315 331 333 
270 

4,256 
4,332 4,344 4,365 4,313 

4,246 
4,157 

3,983 

3,814 

3,603 
3,487 

3,397 
3,259 

3,177 

3,023 2,991 
2,888 

2,777 
2,684 

2,623 2,597 
2,509 

2,347 

1,903 1,960 
2,029 2,059 

2,126 2,124 2,140 2,140 2,170 2,178 
2,102 

2,003 
1,902 

1,780 1,725 
1,611 1,609 1,589 1,597 

1,536 
1,422 1,389 1,352 

0
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1,000

1,500
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2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

人
数

年 度

出生数 小学生児童数（R3版） 中学生生徒数（R3版）

推計

 改正案  



平成26年5月1日現在

※児童･生徒数は、学校基本調査より。出生数は、住民基本台帳より。

※H27からの児童･生徒数推計は、H26現在の未就学児童数をもとに作成。
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小学校児童数

中学校生徒数

出生数

推計

 

愛西市の出生数と児童・生徒数推移 
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 改正前  



学校別児童生徒数･学級数推計(Ｒ3～Ｒ9)  

 

 

 

資料 3 

児童数 学級 児童数 学級 児童数 学級 児童数 学級 児童数 学級 児童数 学級 児童数 学級

佐屋小 538 18 540 17 528 17 543 17 557 18 546 18 524 17

佐屋西小 228 9 220 9 225 10 222 9 226 9 219 7 208 7

市江小 214 10 208 8 213 7 205 6 200 6 188 6 177 6

永和小 337 12 316 12 298 12 278 12 284 11 273 11 255 10

立田北部小 139 6 136 6 136 6 125 6 120 6 120 6 111 6

立田南部小 135 6 125 6 110 6 111 6 104 6 97 6 97 6

八輪小 95 6 95 6 97 6 95 6 100 6 100 6 90 6

開治小 76 6 79 6 83 6 81 6 76 6 79 6 72 6

北河田小 305 12 297 12 279 12 282 12 276 12 272 12 257 11

勝幡小 213 8 190 7 196 8 180 7 179 7 183 6 173 6

草平小 268 11 263 10 239 9 236 9 233 9 211 8 206 7

西川端小 212 7 204 7 198 6 207 6 204 6 213 7 210 7

計 2,760 111 2,673 106 2,602 105 2,565 102 2,559 102 2,501 99 2,380 95

生徒数 学級 生徒数 学級 生徒数 学級 生徒数 学級 生徒数 学級 生徒数 学級 生徒数 学級

佐屋中 517 14 501 15 508 15 504 15 468 15 481 14 476 14

永和中 217 8 195 6 194 6 180 6 163 6 159 6 157 6

立田中 177 6 183 6 178 6 157 6 143 6 136 6 117 5

八開中 95 3 100 4 88 3 86 3 80 3 82 3 85 3

佐織中 280 9 286 9 291 9 285 9 263 9 247 8 233 7

佐織西中 279 9 276 9 283 9 256 8 238 8 222 7 224 7

計 1,565 49 1,541 49 1,542 48 1,468 47 1,355 47 1,327 44 1,292 42

小中計 4,325 160 4,214 155 4,144 153 4,033 149 3,914 149 3,828 143 3,672 137

R8 R9

※R3は通常学級の数。R4からの推計は、R3現在の未就学児童数をもとに通常学級として作成している。

中学校名

R3 R4 R5 R6 R7

令和3年5月1日現在

小学校名

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

 改正案  



学校別児童生徒数･学級数推計(H27～H32) 

  

資料 3 

児童数 学級 児童数 学級 児童数 学級 児童数 学級 児童数 学級 児童数 学級 児童数 学級

佐屋小 637 20 602 18 612 19 606 19 592 18 555 18 533 18

佐屋西小 267 10 236 9 233 9 208 8 211 9 200 8 206 8

市江小 267 10 251 10 240 10 239 10 220 8 211 6 213 6

永和小 462 14 471 15 443 14 429 13 433 13 390 12 369 12

立田北部小 197 6 189 6 182 6 176 6 171 6 171 6 155 6

立田南部小 175 6 174 6 171 6 165 6 156 6 151 6 145 6

福原分校 4 2 6 3 6 2 7 3 7 2 9 3 9 3

八輪小 110 6 112 6 112 6 107 6 103 6 99 6 92 6

開治小 113 6 103 6 104 6 92 6 84 6 80 6 68 6

北河田小 400 12 399 12 382 12 370 12 346 12 335 12 339 12

勝幡小 253 10 241 9 240 9 231 9 245 10 234 9 221 8

草平小 399 12 383 12 365 12 350 12 326 12 307 11 294 10

西川端小 260 10 253 10 237 9 213 7 202 6 195 6 181 6

計 3,544 124 3,420 122 3,327 120 3,193 117 3,096 114 2,937 109 2,825 107

生徒数 学級 生徒数 学級 生徒数 学級 生徒数 学級 生徒数 学級 生徒数 学級 生徒数 学級

佐屋中 811 22 765 21 678 19 634 18 571 16 578 16 537 15

永和中 221 7 219 6 237 7 239 8 234 7 233 7 223 7

立田中 229 7 232 8 222 7 198 6 189 6 182 6 178 6

八開中 133 5 130 6 123 5 112 4 112 4 110 3 111 4

佐織中 329 10 342 10 358 10 359 11 349 11 320 9 294 9

佐織西中 421 13 401 12 388 12 374 11 353 10 321 10 285 9

計 2,144 64 2,089 63 2,006 60 1,916 58 1,808 54 1,744 51 1,628 50

小中計 5,688 188 5,509 185 5,333 180 5,109 175 4,904 168 4,681 160 4,453 157

平成26年5月1日現在

小学校名

H26(参考) H27 H28 H29 H30 H31 H32

H31 H32

※H26は通常学級の数。H27からの推計は、H26現在の未就学児童数をもとに通常学級として作成している。

中学校名

H26(参考) H27 H28 H29 H30

 改正前 



 

 

学校別〔新入学〕児童生徒数・学級数推計(Ｒ3～Ｒ9)  

 

 

資料４ 

児童数 学級 児童数 学級 児童数 学級 児童数 学級 児童数 学級 児童数 学級 児童数 学級

佐屋小 82 3 104 3 86 3 96 3 92 3 86 3 60 2

佐屋西小 39 2 32 1 38 2 42 2 34 1 34 1 28 1

市江小 39 1 30 1 35 1 31 1 29 1 24 1 28 1

永和小 56 2 38 2 45 2 38 2 48 2 48 2 38 2

立田北部小 16 1 23 1 24 1 16 1 19 1 22 1 7 1

立田南部小 13 1 24 1 10 1 22 1 15 1 13 1 13 1

八輪小 19 1 19 1 13 1 14 1 21 1 14 1 9 1

開治小 11 1 22 1 14 1 9 1 11 1 12 1 4 1

北河田小 45 2 47 2 44 2 50 2 42 2 44 2 30 1

勝幡小 33 1 23 1 36 2 29 1 30 1 32 1 23 1

草平小 35 1 47 2 33 1 38 2 33 1 25 1 30 1

西川端小 34 1 31 1 35 1 35 1 34 1 44 2 31 1

計 422 17 440 17 413 18 420 18 408 16 398 17 301 14

生徒数 学級 生徒数 学級 生徒数 学級 生徒数 学級 生徒数 学級 生徒数 学級 生徒数 学級

佐屋中 169 5 178 6 161 5 165 5 142 5 174 5 160 5

永和中 72 3 59 2 63 2 58 2 42 2 59 2 56 2

立田中 69 2 60 2 49 2 48 2 46 2 42 2 29 1

八開中 29 1 38 2 21 1 27 1 32 1 23 1 30 1

佐織中 98 3 101 3 92 3 92 3 79 3 76 3 78 3

佐織西中 94 3 91 3 98 3 67 2 73 3 82 3 69 2

計 531 17 527 18 484 16 457 15 414 16 456 16 422 14

小中計 953 34 967 35 897 34 877 33 822 32 854 33 723 28

R8 R9

※R3は通常学級の数。R4からの推計は、R3現在の未就学児童数をもとに通常学級として作成している。

中学校名

R3 R4 R5 R6 R7

令和3年5月1日現在

小学校名

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

 改正案  



学校別〔新入学〕児童生徒数・学級数推計(Ｈ２７～Ｈ３２)  

 

  

資料４ 

児童数 学級 児童数 学級 児童数 学級 児童数 学級 児童数 学級 児童数 学級 児童数 学級

佐屋小 98 3 99 3 107 4 95 3 83 3 73 3 76 3

佐屋西小 23 1 32 1 41 2 28 1 43 2 33 1 29 1

市江小 29 1 40 2 38 2 36 2 34 1 34 1 31 1

永和小 70 2 77 3 63 2 66 2 67 2 47 2 49 2

立田北部小 34 1 31 1 24 1 26 1 29 1 27 1 18 1

立田南部小 23 1 33 1 28 1 22 1 22 1 23 1 17 1

福原分校(※) 0 0 4 1 0 1 2 1 1 1 2 1 0 1

八輪小 21 1 20 1 19 1 11 1 15 1 13 1 14 1

開治小 20 1 8 1 18 1 12 1 9 1 13 1 8 1

北河田小 47 2 69 2 59 2 65 2 51 2 44 2 51 2

勝幡小 44 2 35 1 48 2 31 1 46 2 30 1 31 1

草平小 61 2 61 2 50 2 61 2 40 2 34 1 48 2

西川端小 36 2 37 2 36 2 33 1 25 1 28 1 22 1

計 506 19 546 21 531 23 488 19 465 20 401 17 394 18

生徒数 学級 生徒数 学級 生徒数 学級 生徒数 学級 生徒数 学級 生徒数 学級 生徒数 学級

佐屋中 235 7 253 8 190 6 191 6 190 6 197 6 150 5

永和中 78 3 68 2 91 3 80 3 63 2 90 3 70 2

立田中 85 3 75 3 62 2 61 2 66 2 55 2 57 2

八開中 51 2 36 2 36 2 40 2 36 2 34 1 41 2

佐織中 116 4 117 4 125 4 117 4 107 4 96 3 91 3

佐織西中 147 5 121 4 120 4 133 4 100 3 88 3 97 3

計 712 24 670 23 624 21 622 21 562 19 560 18 506 17

小中計 1,218 43 1,216 44 1,155 44 1,110 40 1,027 39 961 35 900 35

平成26年5月1日現在

小学校名

H26(参考) H27 H28 H29 H30 H31 H32

H31 H32

※H26は通常学級の数。H27からの推計は、H26現在の未就学児童数をもとに通常学級として作成している。

※福原分校は複式学級のため、新入学児童数と学級数が一致しない。

中学校名

H26(参考) H27 H28 H29 H30

 改正前  



令和３年度愛西市の学級編制表 

 

 

資料５ 

児童数 82 97 78 81 98 102 538 30 568

学級数 18 7 25

児童数 39 41 30 45 33 40 228 11 239

学級数 9 4 13

児童数 39 36 34 39 30 36 214 10 224

学級数 8 3 11

児童数 56 59 42 58 63 59 337 18 355

学級数 12 4 16

児童数 16 22 24 27 24 26 139 6 145

学級数 6 2 8

児童数 13 20 22 21 25 34 135 12 147

学級数 6 3 9

児童数 19 14 16 16 11 19 95 6 101

学級数 6 2 8

児童数 11 9 16 11 10 19 76 1 77

学級数 6 1 7

児童数 45 48 48 47 62 55 305 13 318

学級数 12 4 16

児童数 33 28 31 45 30 46 213 4 217

学級数 8 3 11

児童数 35 47 36 41 57 52 268 9 277

学級数 11 3 14

児童数 34 35 37 26 41 39 212 8 220

学級数 7 4 11

児童数 422 456 414 457 484 527 2,760 128 2,888

学級数 109 40 149

生徒数 169 154 194 517 12 529

学級数 14 4 18

生徒数 72 64 81 217 8 225

学級数 8 3 11

生徒数 69 54 54 177 7 184

学級数 6 3 9

生徒数 29 33 33 95 2 97

学級数 3 2 5

生徒数 98 87 95 280 10 290

学級数 9 2 11

生徒数 94 91 94 279 5 284

学級数 9 2 11

児童数 531 483 551 1,565 44 1,609

学級数 49 16 65

4,325 172 4,497

158 56 214
小中学校計

3 3

中学校計
17 15 17

佐織

佐織中
3 3 3

佐織西中
3

八開 八開中
1 1 1

立田 立田中
2 2 2

永和中
3 2 3

通常
特別

支援
合計

佐屋

佐屋中
5 4 5

18

地区名 中学校名 １年 2年 3年

小学校計
18 19 17 19 18

2 2 2

西川端小
1 1 1 1 2 1

2 2

勝幡小
1 1 1 2 1 2

佐織

北河田小
2 2 2 2

草平小
1 2 2

1 1

開治小
1 1 1 1 1 1

八開

八輪小
1 1 1 1

1

立田南部小
1 1 1 1 1 1

2

市江小
2

立田

立田北部小
1 1 1 1 1

永和小
2 2 2 2 2

佐屋西小
2 2 1 2

1

合計

佐屋

佐屋小
3 3 3

2 1 1 1

３年 ４年

1 1

通常
特別

支援

3

５年 ６年

3 3

令和3年5月1日現在

地区名 小学校名 １年 ２年

 改正案 



平成２６年度愛西市の学級編制表 

 

  

資料５ 

0

児童数 98 110 97 101 97 134 637 11 648

学級数 20 2 22

児童数 23 44 40 53 44 63 267 2 269

学級数 10 2 12

児童数 29 43 53 37 49 56 267 4 271

学級数 10 1 11

児童数 70 90 63 80 91 68 462 5 467

学級数 14 2 16

児童数 34 27 34 32 31 39 197 2 199

学級数 6 2 8

児童数 23 28 31 28 31 34 175 3 178

学級数 6 2 8

児童数 0 0 1 1 0 2 4 0 4

学級数 2 0 2

児童数 21 17 19 16 19 18 110 2 112

学級数 6 2 8

児童数 20 17 17 24 17 18 113 3 116

学級数 6 1 7

児童数 47 55 75 77 76 70 400 12 412

学級数 12 3 15

児童数 44 41 32 40 49 47 253 3 256

学級数 10 2 12

児童数 61 53 64 76 68 77 399 8 407

学級数 12 3 15

児童数 36 35 36 57 52 44 260 4 264

学級数 10 2 12

児童数 506 560 562 622 624 670 3,544 59 3,603

学級数 124 24 148

生徒数 235 277 299 811 13 824

学級数 22 3 25

生徒数 78 73 70 221 3 224

学級数 7 1 8

生徒数 85 72 72 229 1 230

学級数 7 1 8

生徒数 51 43 39 133 0 133

学級数 5 0 5

生徒数 116 109 104 329 11 340

学級数 10 3 13

生徒数 147 133 141 421 6 427

学級数 13 2 15

児童数 712 707 725 2,144 34 2,178

学級数 64 10 74

5,688 93 5,781

188 34 222
小中学校計

4 4 0

中学校計
0

24 20 20 0

佐織

佐織中
0

4 3 3 0

佐織西中
0

5

八開 八開中
0

2 2 1 0

立田 立田中
0

3 2 2 0

永和中
0

3 2 2 0

通常
特別

支援
合計

佐屋

佐屋中
0

7 7 8 0

23

地区名 中学校名 0 １年 2年 3年 0

小学校計
19 22 18 20 22

2 2 2

西川端小
2 1 1 2 2 2

2 2

勝幡小
2 2 1 1 2 2

佐織

北河田小
2 2 2 2

草平小
2 2 2

1

開治小
1 1 1 1 1 1

1 0 1

八開

八輪小
1 1 1 1 1

1 1

立田南部小
1 1 1 1 1 1

立田

立田北部小
1 1 1 1

福原分校
0 0 0

2

永和小
2 3 2 2 3 2

市江小
1 2 2 1 2

4

佐屋西小
1 2 1 2 2 2

通常
特別

支援
合計

佐屋

佐屋小
3 4 3 3 3

平成26年5月1日現在

地区名 小学校名 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年

 改正前  



 

資料６ 

市江小 永和小

佐屋西小 佐屋小

立田北部小 北河田小

立田南部小

八輪小

開治小

勝幡小

草平小

西川端小

佐屋西小 佐屋小

市江小

永和小

立田北部小

立田南部小

八輪小

開治小

北河田小

勝幡小

草平小

西川端小

八開中 (3) 永和中 (8) 佐屋中

立田中 (6) 佐織中

佐織西中

八開中 (3) 0 永和中 (6) 佐屋中

立田中 (6) 0

佐織中 (8) △1

佐織西中 (8) △1

※R3は通常学級の数。R9推計は、R3現在の未就学児童数をもとに通常学級として作成している。

△2 (14) △1

1校 4校(+2) 1校(△2)

中
学
校

令和3年度

令和9年度推計

5学級以下 6～8 9～18 19学級以上

19学級以上

(14)

(9)

2校 3校

(9)

1校

(8) +1

11校(+2) 1校(△2)

5学級以下 6～8 9～18

(11) △1

(7) △1

(8) △3

(6) 0

(6) 0

(6) 0

(6) △2

(11) △1

(6) 0

令和9年度推計

5学級以下 6～11 12～18 19学級以上

(8) △1 (17) △1

(11)

(7)

9校 3校

(6)

(6)

(8)

(9) (18)

(6) (12)

(6)

学級数規模別学校区分一覧

令和3年5月1日現在

小
学
校

令和3年度

5学級以下 6～11 12～18 19学級以上

(8) (12)

 改正案  



学級数規模別学校区分一覧 

 

  

資料６ 

福原分校 (2) 市江小 (11) 佐屋西小 (12) 佐屋小 (22)

立田北部小 (8) 永和小 (16)

立田南部小 (8) 北河田小 (15)

八輪小 (8) 勝幡小 (12)

開治小 (7) 草平小 (15)

西川端小 (12)

福原分校 (3) 1 佐屋西小 (8) △4 佐屋小 (18) △4

市江小 (6) △5 永和小 (12) △4

立田北部小 (6) △2 北河田小 (12) △3

立田南部小 (6) △2

八輪小 (6) △2

開治小 (6) △1

勝幡小 (8) △4

草平小 (10) △5

西川端小 (6) △6

八開中 (5) 永和中 (8) 佐織中 (13) 佐屋中 (25)

立田中 (8) 佐織西中 (15)

八開中 (4) △1 永和中 (7) △1 佐屋中 (15) △10

立田中 (6) △2 佐織中 (9) △4

佐織西中 (9) △6

5学級以下

平成32年度推計

1校

6～11

6校

9～18

平成26年度

5学級以下 6～11 12～18 19学級以上

※H26は通常学級の数。H32推計は、H26現在の未就学児童数をもとに通常学級として作成している。

平成26年5月1日現在

1校 2校 3校(+1)

12～18

中
学
校

19学級以上

5学級以下

6～8

0校(△1)

1校

平成32年度推計

平成26年度

小
学
校

5学級以下

2校

5校

19学級以上

1校

9～18 19学級以上

1校 2校

6～8

9校(+4) 3校(△3)

1校

 改正前  



 

資料７ 

 

愛西市立小学校区・配置図 

 改正案  



 

 

愛西市立小学校区・配置図 

 

資料７ 

 改正前  


